軽度生活援助事業実施要綱

○社会福祉法人登米市社会福祉協議会
軽度生活援助事業実施要綱
平成１７年　４月１日制定

平成２２年１２月１日改定

平成３０年　３月１日改定

（目　的）

第１条　この要綱は、登米市軽度生活援助事業実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、登米市より社会福祉法人登米市社会福祉協議会（以下「本会」という。）に委託され、軽度生活援助事業の運営及び実施に必要な事項を定めることを目的とする。

（利用対象者）

第２条　軽度生活援助事業を利用できる者は、次に掲げる者で登米市よりサービス利用決定された者とする。
（１）在宅のひとり暮らし高齢者等で、日常生活上の援助が必要な者

（２）その他、登米市長が必要と認めた者

（サービスの実施）

第３条　本会会長は、登米市長より軽度生活援助利用決定通知書を受理した場合は、速やかに利用の内容を検討し、サービスを提供するものとする。

（利用料及び徴収）

第４条　利用料は登米市が定めた額を利用者が負担するものとし、その徴収は本会会長が行うものとする。
２　利用料の請求根拠として、援助を実施した内容等について様式第１号に記録するものとする。

（サービス内容）

第５条　軽度生活援助事業のサービス内容は次のとおりとする。

　（１）外出時の援助

　（２）食事・食材の確保

　（３）寝具類等大物の洗濯・乾燥・クリーニングの洗濯物搬出入

　（４）家の周りの手入れ

　（５）軽易な修繕等

　（６）家庭内の整理・整とん

　（７）朗読・代筆

　（８）雪下ろし・除雪

　（９）台風等突発的な自然災害への防備
　（10）健康、栄養等の助言

（職員及び職員の身分）

第６条　本会会長は、この事業を行うにあたって必要に応じて職員を配置できるものとする。

２　職員の身分については、本会職員の給与に関する規程及び臨時職員等に関する規程によるものとする。

（事故の補償）
第７条　軽度生活援助事業のサービス提供中に事故が発生した場合は、本会会長が加入する保険で補償するものとする。

（サービス提供者の資格）

第８条　ホームヘルパー養成講座３級課程以上の修了者又は、同等の研修を終了している者。

（研　修）

第９条　本会会長は、軽度生活援助事業に必要な基礎知識、技術等を習得するために、研修を行わなければならない。

（秘密保持）

第10条　サービス提供者等は、業務上知り得た情報は正当な理由がなく他に漏らしてはならない。
（その他）

第11条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は登米市長と本会会長が協議の上別に定める。

附　則

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２２年１２月１日より施行し、平成２２年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成３０年３月１日より施行し、平成２９年１０月１日から適用する。
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